
長期相続登記等未了土地の解消と
相続登記の促進

福岡法務局民事行政部
不動産登記部門
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＊長期相続登記等未了土地解消作業の概要
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＊長期相続登記等未了土地解消作業による成果
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ア 県・市町村への説明会の開催

•作業概要

•作業実施スケジュール

•作業実施地域の情報提供依頼

イ 県・市町村からの情報収集

•地方公共団体からの要望

•民間事業者からの要望（地方公共団体経由）

① 作業実施地域・調査対象土地を決定
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＜取扱注意＞

法務局

地方公共団体

情報提供

民間事業者が実施する事業については、法律上の根拠のある

事業であり、公共性の高いものに限られる。

（例）土地区画整理法に基づく土地区画整理事業

法務局に対し、要望をまとめた調査票（次ページ参照）を提
出することなどにより、情報提供を行う。

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ
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＜取扱注意＞

① 作業実施地域・調査対象土地を決定

Ａ
項番

Ｂ
地方公共
団体名

Ｃ
希望
順位

Ｄ
事業名

Ｅ
事業概要

Ｆ
所有者調
査開始予
定年度

Ｇ
事業実施地

区名

Ｈ
対象地番

Ｉ
合計
筆数

1 Ａ市 1 市道○号線開設工事

市内○○地区と○○地区を結ぶ
道路を開設するもの
○○地区は、近年開発が進み、
付近で交通渋滞が問題となって
おり、同工事の実施が急務と
なっているため、本年度から計
画が実施される予定である。

2025 Ａ市○○町

300～350、370～
390、400、405

100

調査対象地区調査票

＜法務局へ提出する調査票の例＞

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ

要望のあった事業の例 （福岡県内）

•道路整備事業

•地籍調査

•県営林整備事業

•豪雨災害復旧事業 など
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＜取扱注意＞

① 作業実施地域・調査対象土地を決定

ウ 作業実施地域・調査対象土地の決定

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ

(1)要望を受けた地域の中から緊急性・必要性等を考慮し、作業実施地域を選定する。
(2)また、作業実施地域の中から、最後の所有権の登記から５０年以上経過している土地を選定
する。

(3)調査対象土地の所有権の登記名義人について、死亡の有無を調査し、死亡後１０年以上経過
している土地について、法定相続人情報の作成対象とする（調査対象土地）。

作業実施地
域の選定

長期間登記がない
土地を抽出

相続発生の有
無の調査

調査対象土地
の決定

・緊急性・必要性
（災害復旧等）
・予算の状況
等を考慮

所有権登記名義人の住民票の写
し及び除籍謄本等を請求(公用)

固定資産課税台
帳の情報の提供
依頼

本籍等が判明
しない場合

50年 10年
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＜取扱注意＞

① 作業実施地域・調査対象土地を決定

エ 事業実施主体への情報提供

•イで情報提供のあった県・市町村に対し、調査対象とした旨（又は調査対象とならなかった

旨）を連絡

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ

調査対象土地とならない場合

・所有権の登記がない（表題部のみ）

・最後の所有権の登記から５０年を経過していない

・登記名義人の死亡後、１０年を経過していない など

法務局

地方公共団体

連絡
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＜取扱注意＞

② 法定相続人の調査

法定相続人の調査（受託者作業）

•登記名義人の戸除籍謄本等の収集（公用請求）

•法定相続人の戸除籍謄本等の収集（公用請求）

＜戸籍の変遷＞
・明治１９年式戸籍
・明治３１年式戸籍
・大正４年式戸籍
・昭和２３年式戸籍
・平成６年式戸籍

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ

登記名義人
（被相続人）



ア 法定相続人情報の作成（受託者作業）
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（記載例）

被相続人法務太郎法定相続情報

最後の住所 ○県○市○町○番地

最後の本籍 ○県○郡○町○番地 住所 ○県○郡○町○３４番地

出生 昭和４５年６月７日出生 昭和○年○月○日

死亡 平成 年 月 日 （長男）２８ ４ １

（被相続人） 法 務 一 郎 （申出人）

法 務 太 郎

住所 ○県○市○町三丁目４５番６号

出生 昭和４７年９月５日

（長女）

相 続 促 子

住所 ○県○市○町三丁目４５番６号

出生 昭和○年○月○日 住所 ○県○市○町五丁目４番８号

出生 昭和５０年１１月２７日（妻）

法 務 花 子 （養子）

登 記 進

以下余白

作成日：○年○月○日

作成者：○○○士 ○○ ○○ 印

（事務所：○市○町○番地）

＜取扱注意＞

③ 法定相続人情報の作成・審査

①被相続人の氏名、生年月日、最後の住所、本籍、死亡の年月日
②相続人の氏名、生年月日、住所、被相続人との続柄

収集した戸除籍謄本に基づき、相続
関係をまとめた一覧図を作成

収集した戸除籍謄本等と共に、法務
局に納品

＜法定相続人情報の例＞

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ
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③ 法定相続人情報の作成・審査

法定相続人情報の審査 作成番号の付与
対象土地への登記
（付記登記）

＜取扱注意＞

イ 法定相続人情報の審査

＜登記記録への記録例＞

法定相続人情報が誤りなく正確に作成されているか登記官が審査
し、職権で登記記録に付記登記を行う。
また、作成した法定相続人情報は登記情報システムに登録する。

作成番号：法定相続人情報を特定するための番号

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ
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④ 法定相続人情報の備付・活用

登記簿の附
属書類

管轄登記所

法定相続人情報

戸籍謄本等

利害関係者
（地方公共団体・民間事業者）

相続人

閲覧

閲覧
相続登記に活用

公共事業に活用

＜取扱注意＞

法定相続人情報の作成番号を提供することで、添付書類として必
要な相続関係情報（戸籍謄本等）の全部又は一部を省略可

（記載例）

被相続人法務太郎法定相続情報

最後の住所 ○県○市○町○番地

最後の本籍 ○県○郡○町○番地 住所 ○県○郡○町○３４番地

出生 昭和４５年６月７日出生 昭和○年○月○日

死亡 平成 年 月 日 （長男）２８ ４ １

（被相続人） 法 務 一 郎 （申出人）

法 務 太 郎

住所 ○県○市○町三丁目４５番６号

出生 昭和４７年９月５日

（長女）

相 続 促 子

住所 ○県○市○町三丁目４５番６号

出生 昭和○年○月○日 住所 ○県○市○町五丁目４番８号

出生 昭和５０年１１月２７日（妻）

法 務 花 子 （養子）

登 記 進

以下余白

作成日：○年○月○日

作成者：○○○士 ○○ ○○ 印

（事務所：○市○町○番地）

ア 法定相続人情報等の登記所備付け

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ

登記記録に記録した法定相続人情報及び戸籍謄本等の収集した
資料を、登記簿の附属書類として管轄登記所に備え付ける。
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④ 法定相続人情報の備付・活用

＜取扱注意＞

イ 事業実施主体への情報提供 法務局

地方公共団体

情報提供法務局は、法定相続人情報を備え付けた場合、情報提供主
体に対し、法定相続人情報を備え付けた旨の情報提供をする。

ウ 法定相続人に対する通知

通知書等の作成・発送
相続登記説明会

相談窓口の設置 等

法務局は、判明した法定相続人のうち１名に対して、所有権
の登記名義人の死亡後相続登記がされていない旨を通知する。

司法書士会と連携して実施

＊長期相続登記等未了土地解消作業の流れ
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まとめ

• 相続人本人に対する直接的な相続登記の促し

•相続登記の申請人の手続負担を軽減

•地方自治体の所有者探索コストの削減、簡便化

長期相続登記等未了土地解消作業による効果

公共事業の円滑化・進展に寄与

＜取扱注意＞
＊長期相続登記等未了土地解消作業


